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医療に関わるあらゆるニーズにお応えし

お客様に心から満足していただくこと。

それが私たち山下医科器械が目指す

「トータル メディカル サポート」です。

yamashitaが目指すもの

株主の皆様へ  

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
第63期（2010年6月1日から2011年5月31日まで）の決算を終了いたしました
ので、ここにご報告申し上げます。
今後とも皆様の一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　2011年8月

代表取締役社長

山 下 尚 登
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第６３期報告書

　当社グループは、平成24年5月期を初年度とする３ヵ年の新中期経営計画を策定いたしました。
　当社は平成21年5月期より平成23年5月期を計画期間とする前中期経営計画「Re-Growth 10」に基づき、事業規模
の拡大と収益構造の改善に注力してまいりました。その結果、基盤事業においては特に各地域医療の中核的存在であ
る急性期医療機関に対する自社シェアの向上など一定の成果を収めることができましたが、収益構造および周辺事業
の推進に関しては課題を残しております。
　このたびの新中期経営計画においては、これらの成果および課題を踏まえて、当社グループの有する九州各県にお
ける営業網および総合医療機器販売会社としての提案力を活用して、基盤事業の強化をはかるとともに、物流システ
ム・本社機能の効率化など、事業構造を改善して収益力の向上を目指すこととしております。
　特に営業面では、営業本部による事業所支援体制の強化と各事業分野の活性化により、地域医療圏毎に異なる顧客
ニーズへの対応力を高めるとともに、顧客にとって価値ある営業提案活動を行うことのできる、営業人材の育成に注
力してまいります。
　また、製造業を営む連結子会社との機能連携および相互補完による企業グループとしての付加価値拡大を更に推進
し、外部環境の変化に強い優良な事業モデルを構築してまいります。

連結経常利益連結売上高

業績目標

2011/5            2014/5

「トータル・メディカル・サポート企業」を事業の基本精神として
コンプライアンスの徹底およびＣＳＲの充実にも積極的に取り組み
顧客満足の更なる向上に努めます。

Mid-term Business Plan

401 243

450億円

新中期経営計画（平成24年5月期〜平成26年5月期）

400百万円

（平成26年5月期）

2011/5            2014/5

12.2%UP 64.6%UP
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Mid-term Business Plan新中期経営計画（平成24年5月期〜平成26年5月期）

「トータル・メディカル・サポート（総合医療支援）企業」を事業の基本精神として、
地域医療の充実と安定・医療の品質向上・医業経営の効率化・患者と医療従事者の
安全安心に資する様々な商品・サービスを開拓し提案してまいります。また、コン
プライアンスを徹底し、企業理念であります「地域医療への貢献」を追求し続ける
ことにより、企業の社会的責任を果たしてまいります。

基盤事業を強化し、持続的な成長を可能とする事業体制を構築する

事業構造の改善に取り組み、収益力の向上を図る

企業グループの付加価値創造

人材の育成に注力し、事業環境を主体的に創造する組織を目指す

基盤事業強化

収益力改善

人材・組織戦略

グループ戦略の推進

・ 地域性を踏まえた柔軟な営業戦略の展開
・ 各事業分野の強化
・ ＳＰＤ（Supply Processing＆Distribution 院内物品管理システム）事業の拡大

・市場および事業の選択と集中による営業効率の向上
・管理間接部門・物流部門の機能向上とコスト削減
・医療モール事業等、周辺事業の推進体制の強化
・部門別損益管理体制の強化

・営業社員教育の体系化と継続的実践
・仕入戦略推進の専門部署設置による、仕入メーカーとの関係強化
・顧客要求に柔軟な対応を可能とする組織体制の構築

・ 子会社の推進する整形事業の市場展開加速
・親会社および子会社の機能補完と連携強化により、業界再編を勝ち抜く事業モデルの形成

基本方針
新中期経営計画では、今後3年間で重点的に取り組む４つの主要施策を掲げて
います。
主要施策を推進させることにより、当計画の実現を目指します。
お客様、株主各位および関係者各位のご期待に沿えるよう、本中期経営計画
の目標達成に全社を挙げて取り組んでまいります。

創業来８５年の歴史により培った、九州全域における広範な顧客ネットワーク、および仕入メーカー等協
力企業各社との信頼関係、これらを最大限に活用しかつ更に強固なものとすべく、集中的に経営資源を投
下し、また、事業体制の整備を図ることにより、当社の基盤事業である医療機器販売事業を安定的に成長
させてまいります。

九州有数の医療機器販売企業としてのスケールメリットを生かしつつ、流通システムの合理化や間接費の
削減、効率的な販売体制の整備を図ることにより、事業構造の改善を確実に推し進め、生産性と収益力の
回復に努めてまいります。

お客様からの信頼と期待を獲得し続けるため、様々な顧客ニーズの開拓と対応を可能とする人材と組織の
育成に注力し、外部環境の変化のスピードに打ち勝つ創造的な組織形成を行ってまいります。

医療機器の営業と流通を事業展開する当社と、製造事業を営む子会社との相乗効果により、新たな市場
ニーズの獲得と企業グループとしての付加価値向上を目指します。

主要施策
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2010/5 2011/5

■営業利益

2009/5 2010/5 2011/52009/5 2010/5 2011/52009/5

■経常利益
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

■総資産 　■純資産 自己資本比率
（単位：百万円） （単位：％）

自己資本利益率 (ROE)
（単位：％）

2010/5 2011/52009/5 2010/5 2011/52009/5 2010/5 2011/52009/5

当期純利益売 上 高

36,431 39,421
307

359 139
186

214
278

40,115

159

243

△236

14,833 15,758 15,379

4,9565,2575,129

34.6 33.4 32.2
2.7 3.6

△4.6

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の改
善や各種政策効果を背景とした緩やかな回復が見られた
一方、厳しい雇用情勢やデフレの長期化に加え、資源価
格の高騰等のリスク要因も発生し不安定な状況で推移し
ました。また、去る３月11日に発生した東日本大震災
は東北地方を中心に甚大な被害をもたらすとともに、原
発事故に伴う電力供給への不安や風評被害が生じる等、
わが国経済全体に深刻な影響を及ぼしております。

医療業界におきましては政府の「新成長戦略」を受け
て、成長分野としての医療・介護関連産業の成長と雇用
創出への取り組みに期待が高まる一方、医療機関の経営
環境は診療報酬改定により一部に改善の兆しが見られる
ものの、依然として厳しい状況が続いております。当社
グループが属する医療機器販売業界では、前連結会計年
度に実施された償還価格の引き下げの影響や販売価格引
き下げ要求の強まりとともに販売競争が一層激しくなっ
ており、厳しい経営環境下で一部に業界再編の動きも見
られました。

このような状況の下、当社グループでは平成22年４月に

当期の営業概況について

売上高
401億15百万円

当期純利益
△2億36百万円

経常利益
2億43百万円

立ち上げたＳＰＤ（院内物品管理システム）センターの稼動
効率を高めるため、院内物品管理による業務効率化提案に
伴う契約施設の増加を図ってまいりました。また、医療Ｉ
Ｔ化の情報提供センターである「ＭＥＤｉＰｌａｚａ（メ
ディプラザ）福岡」や、オンラインショップ「Ｓｅｃｏｌ
ｌｅ（セコレ）」等、新しい事業形態への取り組みも強化し
ております。当期は大型設備案件の減少や販売価格の低下
など厳しい環境下ではありましたが事業基盤の強化に積極
的に取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度における売上高は、401億
15 百万円と前年同期比６億94百万円（1.8％）の増加と
なり、利益面につきましては新設したＳＰＤセンターの初
年度経費の増加や医療材料在庫の評価減等により、営業利
益は１億59百万円と前年同期比１億19百万円（42.9％）
減少、経常利益は２億43百万円と前年同期比１億16百万
円（32.4％）減少、当期純損失は、医療モール減損損失に
よる特別損失４億31百万円を計上したため、２億36百万
円の当期純損失（前連結会計年度は当期純利益１億86百万
円）となりました。

今後の医療業界におきましては、政府による医療行政改
革の推進、市場拡大を見込んだ異業種や海外からの業界参
入、医療機関の経営改善ニーズの高まり等、市場環境の変
化が継続するものと思われます。当社グループが属する医
療機器販売業界でも、顧客からの販売価格引き下げ要求が
高まる中、業界内の販売競争はさらに激化し、今後とも厳
しい市場環境が継続するものと予想されます。

これらの現状を踏まえ当社グループでは九州全域をカ
バーする営業網と佐賀県鳥栖市を拠点とする物流ネット
ワークを活用し、積極的な営業活動の展開と顧客サービス
の向上に努めてまいりました。また当期は、ＳＰＤ契約施
設の拡大によるＳＰＤセンターの稼動効率の向上を図ると
ともに、効率的な物流体制の構築に取り組み、営業活動の
支援体制の整備を行っております。

来期におきましては、新中期経営計画の初年度として、
基盤事業の強化を図るとともに事業構造の改善による収益
力の向上、人材育成による組織力の強化などを基本方針と

来期の業績予想について
して事業活動を推進いたします。また組織改編により、仕
入から販売までの一括管理による商品戦略の強化、将来的
な収益事業の育成、Ｗｅｂ通販事業等に取り組んでまいり
ます。これらの結果、来期（平成24年５月期）の見通しに
つきましては、売上高420億75百万円、営業利益１億78
百万円、経常利益２億39百万円、当期純利益１億３百万円
を見込んでおります。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援いただき
ますようお願い申し上げます。

自己資本比率
32.2％

総資産
153億79百万円

純資産
49億56百万円

自己資本利益率（ROE）
△4.6％
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● 医療機器販売業 99.4 %
売上高 398億81百万円（前年比4.6%増）

一般機器分野は、汎用医療機器から高度医療
機器まで、幅広い製品を取り扱う山下医科器
械の中核事業分野です。関与する診療科目も
多岐にわたり、特に整形外科関連機器や臨床
検査機器は、専門営業グループによる販売活
動を行っています。
当期の一般機器分野では、医療機器備品や理
化学備品の売上減少等により73億29百万円
となりました。

18.3 %

一 般 消 耗 品 分 野 は、医 療 機 関 が 使 用 す る 
様々な医療用消耗品を取り扱っています。こ
の分野に関し私たちは、院内物品管理シス 
テ ム で あ るSPD（Supply Processing &  
Distribution）の提案を進め、お客様の物品 
管理業務等をサポートするとともに、病院 
経営の効率化をサポートしています。さら 
に、私たちのグループ企業である株式会社 
イーピーメディックのプライベートブランド 
品として、整形外科用インプラントやディス
ポーザブル商品なども取り扱っています。           
当期の一般消耗品分野では、ＳＰＤ契約施設
の増加による医療機器消耗品の売上増加等に
より193億96百万円となりました。

48.3%

一般消耗品分野

低侵襲治療分野は、診療科目に関わらず、技術的
進歩が加速している医療分野です。そのため、よ
り専門性の高い治療技術が要求されることも確か
です。特に内視鏡は、検査・処置だけでなく、直
接的な治療を目的として応用範囲がますます拡大
していくことが予想されます。またX線透視下で
行う画像診断治療、IVR分野や、循環器系治療に
使われるPTCAバルーンやペースメーカーなどに
おいても、私たちは様々な商品を取り扱っていま
す。このように、医療現場のニーズを的確に捉え、
低侵襲治療をあらゆる側面から確実にサポートし
ます。
当期の低侵襲治療分野では内視鏡備品やサージカ
ル備品の売上減少はあったものの、内視鏡処置用
医療材料（ＩＶＥ、ＩＶＲ）や循環器消耗品の売
上増加等により84億39百万円となりました。

医療機関のIT化は、医療の現場だけではな
く、病院の経営や運営面においても多大なメ
リットをもたらします。私たちは、医療事務
用コンピュータや院内情報システムを取り扱
い、医療機関に快適で信頼できる情報システ
ムの環境を提供しております。医療事務用コ
ンピュータでは、販売から保守、運用、ソフ
トのバージョンアップまで、一貫したサービ
スを行います。院内情報システムでは、電子
カルテや画像ファイリングシステムなどの導
入提案により、医療の質の向上、診療業務の
効率化に寄与しております。
当期の医療情報分野では画像診断システムや
画像診断機器の売上増加により15億86百万
円となりました。

21.0 %

メディカルサービス分野は、病院の新規開業支援
をはじめ、医療ガス配管設備工事、メンテナンス
サービス、医療廃棄物収集運搬請負、福祉介護用
品販売といった広範囲にわたるサービスメニュー
が用意されています。中でも新規開業支援に関し
ては、医業経営コンサルタント有資格者を中心に、
TMSセンターを活用し、様々なソリューションを
提供することができます。つまり、建物の設計・
施工に関することはもちろん、融資や法務上の各
種手続きなども積極的にアドバイスすることが可
能で、開業時に必要な全てのサービスを一括して
ご提供します。
当期のメディカルサービス分野では設備工事の増
加はあったものの、放射線機器の売上減少および
新規開業の取り扱い減少により31億28百万円と
なりました。

7.8 %

メディカルサービス分野

部門別の状況

4.0 %

医療情報分野低侵襲治療分野一般機器分野

（前年比11.1%減）
売上高　73億29百万円

（前年比6.7%増） （前年比0.9%増） （前年比7.6%減） （前年比21.7%増）

一般機器分野

一般消耗品分野

低侵襲治療分野

メディカルサービス分野

医療情報分野

医療機器販売業

売上高　193億96百万円 売上高　84億39百万円 売上高　31億28百万円 売上高　15億86百万円

● 医療モール事業　0.1%
● その他　0.5%
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東手城ヘルスケアモール 

医療モール事業

「地域医療の発展に貢献する」という経営理
念に基づき、地域から求められる質の高い医
療を受ける機会を創出するため、複数の医療
施設をコーディネートして提供することので
きる医療モール事業を展開しています。現在
は、広島県福山市において、東手城ヘルスケ
アモールを運営しています。東手城ヘルスケ
アモールは、医療や食・生活・環境などあら
ゆる角度から新しいヘルスケアを提供し、ク
リニック、調剤薬局、自然食レストラン、そ
してフィットネスで構成されています。
当期の医療モール事業におきましては、主と
して賃料収入により売上高は30百万円とな
りました。

長期的な
整形疾患患者増加

自社製インプラント
使用症例数拡大

売上

利益率・生産性

流通(親会社)と製造(子会社)の
機能分担・連携を推進

外傷による
骨折治療材料の
ラインナップ

強化

0
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2010/52009/5 2014/5 ( 予想 )2011/5

( 百万円 )

■売上高  ■売上総利益  ■営業利益  子会社イーピーメディックでは、整形外科用イン
プラント商品や、ＯＥＭ商品である低コストの消
耗品類を取扱っており、当社以外への卸売も含め
て販売拡大を図っております。さらに、平成18年
１月には製造販売業許可(薬事法上の医療機器メー
カーの資格)を取得し、整形外科用インプラントを
始めとした医療機器並びに関連する機器の製造お
よび販売を行っております。

● 株式会社イーピーメディック

グループ付加価値の拡大親会社のネットワーク・
信用力フル活用

拡大

向上

自社開発インプラント「アレクサネイル」

主要施策のKEY POINT
「 子会社の戦略：整形インプラント事業 」

株式会社イーピーメディック
整形インプラントを製造・販売している子会社イーピーメデ
ィックが当期から営業利益を計上するようになり、今後更な
る拡大を目指しております。団塊世代の高齢化により今後10
～20年は対象患者の増加が見込まれており、イーピーメディ
ックは、日本人に適した整形外科用インプラントの開発、お
よび海外からの輸入により、患者ＱＯＬ・手技の簡易化・簡
素化による治療成績向上に寄与していくことを中期の事業方
針としています。今後３ヵ年では、販路を拡大して既に市場
展開済みのインプラント材料「アレクサネイル」の拡販を進
めるとともに、外傷による骨折治療材料のラインナップ強化
を推進してまいります。これにより整形インプラント製造業
として、流通事業を営む親会社の情報力、与信能力を活用し
て積極的に事業展開を図り、グループ企業としての付加価値
拡大を目指してまいります。

株式会社イーピーメディックの業績の推移

CLOSE UP
「 医療情報の二次活用 」

Yamashi ta C
lose up R

eport 2011

　医療機関においては、電子カルテシステム、医事
会計システム、文書管理システム、人事給与システ
ムなど、様々なシステムが利用されており、各シス
テムには膨大な情報が蓄積されています。
　しかし、今まで、これらの膨大な医療情報の分
析・活用には大きな労力を必要としてきました。
　山下医科器械では、医療機関と協力し、医療情報
の可視化、二次活用を可能とする独自の「医療情報
分析ツール」（特許出願中）の開発に取り組んでお
ります。
　このツールにより、これまで十分に活用されてこ
なかった膨大な医療情報を、簡単かつ自由に分析す
ることが可能になるほか、これまで見えなかった有
用な情報を得ることができます。
　さらには、医業経営の改善、診療行為の効率化に
も役立てることが可能になると期待しています。
　このように、山下医科器械では、「トータル・メ
ディカル・サポート企業」として、医業経営に資す
る新たな価値の創造に向け、様々な取り組みを行っ
ております。

電子カルテシステム

医事会計システム

部門システム

文書管理システム

人事給与システム

勤怠管理システム

HIS DWH
（病院情報システム） （データウェアハウス）

情報を連携・可視化

簡単で自由な
分析・活用が
可能に

医療情報分析ツール

膨大な情報が
無秩序に蓄積
利用が困難

売上高 30百万円
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連結株主資本等変動計算書
当　　期

2010年6月  1日から
2011年5月31日まで

株 主 資 本 その他の包括利益累計額
少数株主持分 純資産合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
その他の包括

利益累計額合計
前期末残高 494 627 4,026 △0 5,147 109 109 0 5,257
当期変動額

剰余金の配当 △76 △76 ー △76
当期純損失 △236 △236 ー △236
自己株式の取得 △0 △0 ー △0
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 10 10 1 11

当期変動額合計 ー ー △312 △0 △312 10 10 1 △300
当期末残高 494 627 3,714 △0 4,834 120 120 1 4,956

科　目 前　　期
（2010年5月31日現在）

当　　期
（2011年5月31日現在）

●資産の部
流動資産 11,804 11,891
固定資産 3,954 3,487
　有形固定資産 3,237 2,754
　無形固定資産 126 123
　投資その他の資産 590 608
資産合計 15,758 15,379
●負債の部
流動負債 10,204 10,145
固定負債 296 277
負債合計 10,501 10,422
●純資産の部
株主資本 5,147 4,834
　資本金 494 494
　資本剰余金 627 627
　利益剰余金 4,026 3,714
　自己株式 △0 △0
その他の包括利益累計額 109 120
　その他有価証券評価差額金 109 120
少数株主持分 0 1
純資産合計 5,257 4,956
負債純資産合計 15,758 15,379

科　目
前　　期

2009年6月  1日から
2010年5月31日まで

当　　期
2010年6月  1日から
2011年5月31日まで

売上高 39,421 40,115
売上原価 34,464 35,197
　売上総利益　 4,956 4,917
販売費及び一般管理費 4,677 4,757
　営業利益 278 159
営業外収益 87 88
営業外費用 6 4
　経常利益 359 243
特別利益 18 1
特別損失 25 441
　税金等調整前当期純利益又は当期純損失(△) 352 △196
　法人税、住民税及び事業税 190 104
　法人税等調整額 △25 △67
　少数株主損益調整前当期純損失（△） ー △233
　少数株主利益 0 2
　当期純利益又は当期純損失(△) 186 △236

 科　目
前　　期

2009年6月  1日から
2010年5月31日まで

当　　期
2010年6月  1日から
2011年5月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,164 △1,300
投資活動によるキャッシュ・フロー △150 △111
財務活動によるキャッシュ・フロー △76 △75
現金及び現金同等物の増減額 (△は減少額) 937 △1,488
現金及び現金同等物の期首残高 2,757 3,695
現金及び現金同等物の期末残高 3,695 2,207

●資産、負債及び純資産の状況
▶資産の部

当連結会計年度末の総資産は、153億79百万円となり、前連結会
計年度末に比べて３億79百万円減少いたしました。流動資産は、
主に現金及び預金の減少等により118億91百万円となりました。
固定資産は、東手城ヘルスケアモールの減損損失計上、内装工事等
による建物及び構築物の増加および株式相場高騰による投資有価証
券の増加等により34億87百万円となりました。

▶負債及び純資産の部
負債は、未払消費税の減少、賞与引当金の減少等により、前連結会
計年度末に比べて79百万円減少し、104億22百万円となりました。
また、純資産は、前連結会計年度末に比べて３億円減少し、49億56
百万円となり、自己資本比率は32.2％となりました。

(単位：百万円、百万円未満切り捨て)(単位：百万円、百万円未満切り捨て)

(単位：百万円、百万円未満切り捨て)連結キャッシュ・フロー計算書

連結損益計算書連結貸借対照表 (単位：百万円、百万円未満切り捨て)

●キャッシュ・フローの状況
▶営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度において、営業活動により減少した資金は13億
円（前年同期は11億64百万円の増加）となりました。
主な要因としましては、税金等調整前当期純損失１億96百万円
および売上債権14億25百万円の増加等によるものであります。

▶投資活動によるキャッシュ・フロー
当連結会計年度において、投資活動により減少した資金は１億
11百万円（前年同期比39百万円減少）となりました。
主な要因としましては、東手城ヘルスケアモール内装工事、検品
システム購入等、有形固定資産の取得による支出81百万円等に
よるものであります。

▶財務活動によるキャッシュ・フロー
当連結会計年度において、財務活動により減少した資金は75百万円

（前年同期比０百万円減少）となりました。
主な要因としましては、株主配当金75百万円の支出等によるもので
あります。

財務諸表
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会社名
山下医科器械株式会社
YAMASHITA MEDICAL INSTRUMENTS CO.,LTD.

創　業 1926（大正15）年8月
設　立 1950（昭和25）年4月
資本金 4億9,402万5,000円

本　店 〒857-8533
長崎県佐世保市湊町3番13号

福岡本社
〒810-0004
福岡県福岡市中央区渡辺通三丁目6番15号
NOF天神南ビル6階

従業員 515名（連結）
連結子会社 株式会社イーピーメディック

会社概要

発行可能株式総数 8,000,000 株
発行済株式の総数 2,553,000 株
株主数 2,417 名
大株主(上位10名)

株主名 持株数(株) 持株比率(%)
山下　尚登 448,400 17.56
山下　耕一 274,900 10.77
株式会社ミック 222,952 8.73
山下　弘高 80,000 3.13
株式会社ウイン･インターナショナル 76,500 2.99
山下医科器械社員持株会 69,732 2.73
オリンパスメディカルシステムズ株式会社 60,000 2.35
株式会社親和銀行 48,000 1.88
山下　浩 43,000 1.68
株式会社大黒 42,400 1.66

株式の状況

※ 持株比率は発行済株式の総数から自己株式890株を控除した株数に対する比率を表示しております。

会社概要･株式の状況

株主優待制度について

保有株式数 優 待 品
100株～999株     500円相当のクオカード 
1,000株～1,999株 1,000円相当のクオカード 
2,000株以上 1,500円相当のクオカード 

事業年度 毎年6月1日から翌年5月31日まで

剰余金の配当基準日 5月31日
中間配当を行う場合は11月30日

定時株主総会 毎年8月
単元株式数 100株
株主名簿管理人
特別口座管理機関

東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

公告方法
電子公告
http://www.yamashitaika.co.jp
ただし、やむを得ない事由によって電子公告による公告をする
ことができない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。

株主メモ

証券会社に口座　をお持ちの場合 特別口座の場合

郵便物送付先

お取引の証券会社になります。

〒168-8507
東京都杉並区和泉2-8-4

電 話
お問い合せ先

 0120-288-324
（フリーダイヤル）

お 取 扱 店
みずほ信託銀行株式会社
　本店及び全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社
　本店及び全国各支店

ご 注 意

未払配当金の支払いについては、右の「特
別口座の場合」のお取扱店、並びに株式
会社みずほ銀行の本店および全国各支店
にてお取扱いいたします。
支払い明細発行については、右の「特別
口座の場合」の電話お問い合せ先までご
連絡ください。

単元未満株式の買取・買増以外の株式
売買はできません。
電子化前に名義書換を失念してお手元
に他人名義の株券がある場合は至急ご
連絡ください。

当社は、株主の皆様からの日頃のご支援に感謝するとともに、当社株
式への投資の魅力を高め、中長期的に保有いただける株主様の増加を
図ることを目的として、年２回、第２四半期末時点および期末時点で
の株主様に対して、株主優待を実施いたしております。

③ 贈呈の時期 

11月30日現在の対象株主様  2月下旬 
  5月31日現在の対象株主様  8月下旬 

● 株主優待制度の内容について 
① 対象株主 

毎年11月30日および5月31日現在の株主名簿に記録された1単元
（100株）以上保有の株主様を対象といたします。 

② 優待の内容 
毎年11月30日および5月31日現在の下記基準の保有株式数に応じて、
当該商品を贈呈いたします。 

証券コード：3022

O  F

Y            M            C            BL

CMY

代表取締役社長 　　山下　尚登
取締役 　　吉野　敏彦
取締役 　　伊藤　秀憲
取締役 　　小髙　喜久夫
常勤監査役 　　松尾　正剛
常勤監査役 　　山下　耕一
監査役 　　山下　俊夫

役　員 （2011年8月26日現在）

（2011年5月31日現在）

執行役員 　　吉野　敏彦
執行役員 　　伊藤　秀憲
執行役員 　　北野　幸文
執行役員 　　土田　哲也
執行役員 　　嘉村　厚

執行役員 （2011年8月26日現在）

（2011年5月31日現在）

※
※

※ 印は執行役員を兼務

▶ 厳選オンラインショップ

http://secolle.com

http://www.yamashitaika.co.jp

http://www.healthcare-mall.jp

WEBサイトのご案内
山下医科器械ホームページ

http://www.kaigyo-michishirube.com

▶ 医院開業の道しるべ

▶ 東手城ヘルスケアモール

ご協力ありがとうございました。

株主の皆様へのアンケート

Q1

Q2

Q3

Q5

Q6

Q4

当社株式の保有年数はどのくらいですか。
□１年未満　□１年以上～ 2 年未満　□2 年以上～ 3 年未満　□3 年以上

当社の株式を購入された理由をお聞かせください（複数可）
□企業理念　□経営方針　□事業内容　□収益性　□成長性
□安定性　   □業績　      □財務内容　□株価　   □配当　    □株主優待
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

当社に関する情報の入手手段は何ですか。（複数可）
□ビジネスレポート　　□新聞・雑誌　　　□四季報
□会社説明会　　         □証券会社　　      □ホームページ
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

当社の IR 活動に望まれることは何ですか。（複数可）
□会社説明会の充実　　         □ホームページの充実
□ビジネスレポートの充実　　□株主総会の充実
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

当社の株主還元・配当・株主優待について期待することは何ですか。（複数可）
□企業価値の向上　　      □安定配当
□業績連動型配当　　      □株主優待の充実
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

当社へのご意見・ご要望がございましたらご記入ください。

※  本アンケートにご記入頂きました内容は、統計的に集計し、今後の経営・IR活動の参考とす
る以外の目的に使用することはございません。

該当する□内に    （チェックマーク）をおつけください。

キリトリ線

当社では、アンケートにてお寄せいただいた貴重なご意見を今後の経営・IR活動
に反映いたしたいと考えております。
是非下記のアンケートへのご協力をお願いいたします。

※アンケートに記載いただいた事項は、当社のIR活動の参考にさせていただくものであり、その他
の目的に利用するものではありません。
※当社では、株主の皆様のプライバシー保護を重要に考えております。はがきには、株主様のお名前、
ご住所、電話番号等の個人情報を記載されないようお願いいたします。

アンケートへのご協力のお願い
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